




























2. 定性基準に関する留意点と課題 ─ 定性基準に関する一般的留意点
　　　　　　　　　　　　　　　　  景観形成の定性基準と運用上の課題
3. 行政法理論との関係 ─ 建築自由の原則の条例による制限
　　　　　　　　　　　  建築確認における裁量性（判断の余地）の存在
4. 関連判例の法的意義 ─ 国立マンション民事訴訟の法的意義
























行されている 1）。そして 2010 年には、芦屋景観地区におけるマンションの建築計画に対して、













（景観法 61 条 2 項）を細分化した各基準及び埼玉県八潮市の「八潮市みんなでつくる美しいまちづくり
条例」（平成 23 年条例第 9 号）における「地域特性基準」（93 条 1 項）などがある。
2） 　不認定処分については、毎日新聞 2010 年 2 月 13 日大阪朝刊。計画中止については、毎日新聞 2010 年






























5） 　参照、柳沢厚「裁量性基準の必要性と留意点」日本不動産学会誌 104 号（2013 年）34-39 頁。

















その例外許可の判断基準として、「交通上、安全上、防火上及び衛生上支障ない」（43 条 2 項、
52 条 14 項など）や、「住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ない」












































説［第 3 版］』（法律文化社・2017 年）110 頁）。
10） 　参照、福井・前掲注 6）15-16、20-21 頁。
11） 　参照、関葉子「裁量拡大論に潜む問題点」日本不動産学会誌 104 号（2013 年）81 頁。
12） 　参照、角松生史「『協議調整型』まちづくりの制度設計とルール／スタンダード論」日本不動産学
会誌 104 号（2013 年）55-62 頁。
13） 　角松・前掲注 12）56 頁。




























15） 　参照、柳沢・前掲注 5）39 頁。
16） 　前掲注 6）21 頁［福井秀夫発言］。
17） 　小浦久子「地域環境価値の評価を創出する開発調整のための基準とその運用」日本不動産学会誌 104
号（2013 年）47 頁。

































































24） 　参照、遠藤博也『実定行政法』（有斐閣・1989 年）6 頁。
25） 　参照、岩橋浩文『都市環境行政法論──地区集合利益と法システム』（法律文化社・2010 年）126 頁。
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地域行政における新たな定性基準の法的位置づけ
れ（92 条 3 項）、事業者は意見を述べるものとされている。公聴会は、処分性を有すると考え
られる上記の通知を行う前に名宛人が意見を述べる機会を設けるものであり、たとえば空家対
策特別措置法における命令の事前通知に対する所有権者の意見聴取（14 条 5 項）のように、対
等な立場で意見を聴く場を介在させている。
　第 2 に、2000 年 4 月 1 日施行の改正地方自治法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 87 号）により、
国の事務である機関委任事務制度が廃止されて開発許可及び建築確認は自治体の自治事務とさ
れたため、条例制定の対象となり（14 条 1 項）、今日では条例による制限が可能である。





















29） 　刑集 29 巻 8 号 489 頁。









条の 2、1999 年 5 月 1 日施行）。同機関は、申請の法適合性のみを審査して遅滞なく確認検査






（同法施行令 1 条 1 項 1 号）と規定され、接道や容積率等の建築制限の重要な原則である「一
敷地一建築物の原則」が示されている。しかし、この規定における「一の建築物」や「用途上
不可分の関係」及び「一団の土地」などの「用語の定義」規定がなく、用語の該当可否に裁
量の余地が生じる。また、道路と敷地との関係については、「立ち並んでいる」（同法 42 条 2










（行政事件訴訟法 30 条他）から、上記の区分のうち後者は放棄すべきとの見解が有力である 33）。
31） 　参照、安本・前掲注 9）137 頁。
32） 　参照、日本建築学会編・前掲注 7）56-66 頁［稲葉良夫執筆］。
33） 　参照、手島孝・中川義朗監修、村上英明・小原清信編『新基本行政法学［第 2 版］』（法律文化社・
2016 年）124 頁［村上英明執筆］、大橋・前掲注 26）206 頁注 26、塩野宏『行政法Ⅰ［第 6 版］』（有斐


































































36） 　参照、岩橋・前掲注 25）77-78 頁。
37） 　参照、磯部・前掲注 34）395-396 頁。




定めることができる（景観法 61 条 2 項）39）。
　景観地区で建築物の建築をしようとする者は、その計画が景観地区に関する都市計画に定め
られている「建築物の形態意匠の制限」に適合することについて、申請書を提出して市町村長
の認定を受けなければならない（景観法 63 条 1 項）。
　兵庫県芦屋市は、開発許可（都市計画法 29・34 条）、宅地造成許可（宅地造成等規制法 8 条）
及び屋外広告物の表示（設置）許可（屋外広告物法 4･28 条）の権限を持たず、建築行政では
2000 年に特定行政庁 40）になっていた。こうした状況下で、それまで取り組んできた景観誘導
施策の実効性を高めるため、都市計画において市全域を景観法 61 条 1 項に基づく「芦屋景観















（芦屋市都市景観条例 23 条 1 項）。景観協議は、事業者と設計者の出席を求めて、「設計者が提
39） 　①の制限は、景観法に基づく認定制度で担保され、②～④の制限は、建築確認で担保される。
40） 　特定行政庁とは、建築主事をおく市町村の区域については当該市町村の長、その他の市町村の区域




月 1 日現在、約 94,700 人である。
42） 　通り外観とは、塀・柵・駐車場・擁壁など道路に面する敷地の際のことである。
43） 　芦屋市都市環境部都市計画課「阪神間都市計画（芦屋国際文化住宅都市建設計画）景観地区の概要
（芦屋景観地区）」当初決定 平成 21 年 7 月 1 日、平成 24 年 4 月 1 日変更。
44） 　大規模建築物とは、高さ 8 ｍを超えかつ延べ面積が 500㎡を超える建築物（第一種・第二種低層住居
専用地域内）又は高さ 10 ｍを超えかつ延べ面積が 500㎡を超える建築物（上記以外の地域内）である
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50） 　参照、荏原・前掲注 48）493-534 頁。






　第 3 に、芦屋市長は、上記認定審査会の判断を踏まえて、2010 年 2 月に全国で初めて不認定
処分とした 52）。
　また、本件の他にこれまで認定審査会において「不認定とすべきもの」と判断された申請が




















　埼玉県八潮市は、景観法に基づく景観行政団体として景観計画を策定し（2007 年 7 月 1 日
施行）、開発許可（都市計画法 29・34 条）、宅地造成許可（宅地造成等規制法 8 条）及び屋外
広告物の表示（設置）許可（屋外広告物法 4･28 条）の権限を持ち、建築行政では 1981 年に限
定特定行政庁 55）になっていた。これらの権限を持っていたものの、マンションや商業施設等
52） 　不認定通知書に示されている理由を引用しているものに、日本建築学会編・前掲注 7）130-131 頁
［小浦久子執筆］がある。



































56） 　平成 23 年条例第 9 号、2012 年 1 月 1 日全部施行。
57） 　参照、松本昭「八潮市まちづくり条例は凄い！」地域開発 564 号（2011 年）54 頁。なお、八潮市の
人口は、2019 年 9 月 1 日現在、約 91,800 人である。
58） 　大規模開発事業とは、開発区域の面積が 5000㎡以上の開発事業、共同住宅で計画戸数が 100 戸以上
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62） 　八潮市都市デザイン部開発建築課『八潮市まちづくり白書』（2019 年）44-46 頁によると、大規模開
発事業の総数は 17 件である。建築物の用途ごとには、倉庫 6 件、倉庫・事務所等 3 件、工場 3 件、店
舗 3 件、病院 1 件及びマンション 1 件である。























































































64） 　磯部・前掲注 34）385 頁、392 頁は、法律による土地利用規制原則（法律主義）、必要最小限規制原
則、事前確定主義の 3 つを挙げている。







原田尚彦『行政法要論［全訂 7 版補訂 2 版］』（学陽書房・2012 年）。












Legal Position of New Qualitative 
Regulations in Regional Administration
Hirofumi Iwahashi
  The purpose of this study is to clarify the legal position of verbal 
building restrictions in advanced local authorities.
  Therefore, from the standpoint of administrative law, the “district 
community buildings regulation” is assumed. In addition, this study 
discuss each issue related to using this regulation.
  Specifically, consider the following issues. （1） The problem of 
restrictions by the ordinance of the principle of building freedom, （2） 
The problem of discretion in building permit, （3） Legal significance 
of related court precedent, （4） Tow advanced cases.
  As a result of the research, （1） Under the principle of building 
freedom, the district community buildings regulation was 
recognized. In addition, the existence of discretion was recognized. 
（2） In related court precedent, landscape benefits associated 
with restrictions by the Landscape Law and the ordinance were 
recognized. In addition, the legal validity of regulating property 
rights was confirmed. From tow advanced cases,（3） The contents 
and effects of the district community buildings regulation were 
clarified. （4） The regulation was applied at the concept stage or at 
the time of certification. （5） The way of setting and operating the 
regulation was different.
  In this way, this study clarified the legal position of the district 
community buildings regulation.
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